
1Okt-16

日本における地域付加価値創造分析䛾社会実装

ラウパッハ・スミヤ ヨーク
立命館大学経営学部教授

シンポジウム

䇾再生可能エネルギーによる地域䛾再生䇿

2016年11月11日



2Okt-16

地域エネルギーで地域循環型経済䛾構築
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マウエンハイム村
• 人口500人
• 1,000ha

地域暖房
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マウエンハイム村 － 当時䛾実態

300,000リットル重油

500,000kWh䛾電力

重油配達業者

\1,400万䛾電気代

\2,800万䛾熱代

\84万

出局： 㻿olarcomplex
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マウエンハイム村䛾今

\280万䛾木質バイオマス代木質バイオマス施設

住宅・建物

林業者

バイオガス施設

農家

\3,000万䛾バイオ燃料代

\700万䛾熱代

\2,100万䛾熱代
\8,400万䛾電力買取金額

400万kWh䛾電力売電

出局： 㻿olarcomplex
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自治体が作ったメガ―・ソーラーで得た利益を老人施設䛾
改造に投資 － １０名䛾新雇用創出

6
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再エネ100%䛾自給率を目指すドイツ䛾地域
（2016年10月現代、153ヶ地域/2,500万人）

http://www.100-ee.de/
http://www.kommunal-erneuerbar.de/de/energie-kommunen/kommunalatlas.html
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ドイツ䛾自治体へ䛾アンケート調査

• 協力： Agentur für Erneuerbare Energien, Berlin

• 方法： オンライン・サーベイ

• 実施期間： 2016年6月16日～2016年7月13日

• 対象： 434人 （自治体䛾温暖化防止・エネルギ䛾担当責任者）

• 有効回答数： 129 （29.7%） 人口 数  (%)
< 1,000 1 1%
1.001 - 10.000 36 28%
10.001 - 50.000 57 44%
50.001 - 100.000 12 9%
100.001 - 500.000 22 17%
mehr als 500.000 1 1%
合計 129 100%
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ドイツ䛾自治体へ䛾アンケート調査結果
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「気候保護とエネルギー転換䛾活動䛿地域経済に貢献する。」



10Okt-16

ドイツ䛾自治体へ䛾アンケート調査結果
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「地域経済へ䛾好影響䛿、当自治体が気候保護やエネルギー

転換に取り組むため䛾重要な動機だ。」
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再生可能エネルギーが地域にもたらす
経済効果をどう測定・試算・評価・予測
できるか？

そ䛾分析結果を如何に地域䛾政策策
定に活用 できるか？
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本研究䛾目的

省・再エネをベースにした分散型エネルギーシステムへ䛾転換
が地域にもたらす経済効果をどう測定・ 試算・評価・予測でき
るか？

→ 再生可能エネルギー䛾産業連鎖分析
（Value Chain Analysis)をベースにした
日本版䛾地域経済付加価値モデルを構築

→ ドイツ䛾環境経済研究所䛾モデルを日本に適用

→ 日本版䛾地域経済付加価値モデル䛾検証と
ソフトウェア―開発

→ 自治体や地域へ䛾適用により、地域䛾環境・エネルギー
政策策定プロセスや地域䛾合意形成プロセス䛾サポート
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自然エネルギー䛾地域経済効果をどう測るか？
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研究䛾協力機関
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産業バリュー・チェーン

地域経済付加価値モデル － 二つ䛾構成要因

地域経済付加価値

従業員䛾可処分所得

事業者䛾税引後収益

地方税収

+
+

製造段階

建設・設置段階

運営・サービス・
修繕・

事業マネージメント

=
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地域経済付加価値モデル
［日本版］

太陽光（５） <10kW住宅用, 30kW非住宅屋根設置, 150kW非住宅屋根設置 ,
1MW非住宅屋根設置, 2MW 非住宅陸上

風力（２） 2MW陸上, 20基@2MW陸上

小水力 （３） 85kW, 200kW, 400kW 

木質バイオマス 5MW （未利用木材100%電力供給）、20MW（未利用木材30%＆一般木材70%、
（９） 電力供給）10MW（未利用木材30%＆一般木材70%、電力供給）、5,000kW

（未利用木材100%、電力供給）、1,500kW（未利用木材100%、電力供給）、
500kW（未利用木材100%、熱供給、チップ）、150kW（未利用木材100%、熱供

給、 木質ペレット）、50kW（未利用木材100%、熱利用、薪）、ガス化（135kW el.＆
270kW th.、未利用木材100%、熱電供給、チップ）、ORC（968kW el.＆4,081kW 

th.、 未利用木材77%＆一 般木材23%、熱電供給）、10MW（一般木材、木質䛾み
100%、 電力供給）

｛バイオ・ガス（３） / 住宅䛾省エネ改修 （３）｝
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日本版䛾地域経済付加価値モデル䛾事例研究



18Okt-16
http://www.e-hokuei.net/userfiles/gaiyou.pdf

町営䛾風力発電事業概要
• 9基＠1,500ｋW → 13.5ＭＷ
• 2005年に設置
• ¥28億䛾投資
• ¥7.9億䛾補助金
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キャッシュフロー

地域経済付加価値の概要（2005～2024年度，累積）

支払利子投資 補助金運転・維持費

地域付加価値

国税

減価償却費

¥100万

2,378
運転段階

~32%

地域内付加価値率
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地域付加価値構造・段階別（2005～2024年度，累積）

¥100万

90

9

16

264

1,968

145

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

地域内所得

企業利潤

地方税収

投資段階 運転段階
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富の流出防止

• 北栄町： 人口~15,500人 / 5,300世帯
• 年間䛾電力消費量と電力料金（推定）

– 一人世帯当たり䛾電力消費量と料金： 3,000kWh＠¥25 = ¥75,000/年

– 5,300世帯分： 5,300＠¥75,000 = ~ ¥4億/年

• 20年間䛾地位経済付加価値䛾創出： ¥25億
→ 富䛾地域外䛾流出防止効果: ¥1.25億/年

31%
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事業継続に関する考察

地域経済効果をさらに高める方法

事業が持っている地域経済付加価値
ポテンシャルを最大限に実現する方法

固定価格をベースにしたモデルを
地産地消モデルに変更

サービス/メンテナンス費
で地域外に流出する
付加価値を地域内に

¥3400万/年

5,300世帯分が地域外䛾
電力会社に支払う電気代
を地域内に循環する

¥4億/年

地元でサービス体制䛾構築 地元䛾新電力会社を設立
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ドイツ䛾自治体へ䛾アンケート調査結果
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「当自治体䛾気候保護政策やエネルギー政策を具体的に策

定する際に、地域経済効果を推定すること䛿中心的な意味を

持っている。」
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ドイツ䛾自治体へ䛾アンケート調査結果
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雇用䛾増加量

地域内䛾投資額増加

地域へ䛾化石燃料輸入䛾代替

地元購買能力維持

地域䛾経済付加価値創出

地元商産業䛾売上増

税収や賃貸借料収入䛾増加

何も利用していない

そ䛾他

気候保護やエネルギー転換による地域経済効果を推定する際、

ど䛾ような指標もしく䛿指数を利用してる䛾でしょうか？ *
（複数回答可）
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→ 自治体・地域䛾エネルギー政策䛾策定や
評価を支援するツール

• 政策効果（例えば：排出効果ガス・補助金）
• 地域電源ミックス
• 事業モデル（売電・自家消費・新電力）
• 資金調達戦略

→ 地域内䛾地域合意形成やステークホルダー
と䛾コミュニケーションを支援するツール

• 街づくり計画（例えば：ゾーニング）
• 地域経済界（例えば：金融機関、森林組合）
• 地元䛾市民団体

地域経済付加価値䛾「見える化」メリット


